様式２
　　年　　月　　日
　長 岡 市 長　 　　様　　　　　　　 申請者
　　　　　　　　                      所 在 地
                                      事業所名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　  　　　　　       　印
長岡市未来の起業家応援事業補助金成長発展枠交付申請書
長岡市未来の起業家応援事業補助金成長発展枠の交付を受けたいので、長岡市未来の起業家応援事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記
	補助申請事業の名称
	

	補助申請事業の目的、内容及び効果
	（様式２－１） 事業計画書のとおり

	公的機関の創業補助金の交付決定内容
	補助申請事業の名称
	

	
	交付決定日
	　平成　　年　　月　　日

	
	交付確定額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	補助対象期間
	平成　年　月　日 から 平成　年　月　日まで

	交付申請期間
	平成　年　月　日　から　平成　年　月　日まで

	交付申請額合計
	　年度分 申請額・確定額　 　　    　　　  円 ＋ 　　 　年度分申請額  　　 　     　　  円

（どちらかに○）
＝     　　　      　　　円（1,000万円上限）

	初年度
	平成　　年度分申請内容

	
	交付申請期間
	平成　年　月　日　から　平成　年　月　日まで

	
	交付申請額・交付確定額

（どちらかに○）
	円

	
	算出根拠
	補助対象経費　　　　　   　　円　×　2/3　＝　　　   　　　　円

	次年度
	平成　　年度分申請内容

	
	交付申請期間
	平成　年　月　日　から　平成　年　月　日まで

	
	交付申請額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　    円

	
	算出根拠
	補助対象経費　　　　 　　  　円　×　2/3　＝　　 　　  　　　円


（添付資料）
　１　事業計画書（様式２－１）　　  
　２　収支予算書（様式２－２）
　３　補助対象経費明細表（様式２－３）　　

（様式２－１）
事業計画書
１ 申請者の概要
	事業形態
	１　個人事業主　　  ２　法人　　 ３　協業組合等    （該当するものに○）

	開業・法人設立日
	平成　　年　　月　　日

	（第二創業の場合）

事業承継日
	平成　　年　　月　　日

	営んでいる業種
	　　

	本事業において許認可・免許等が必要な場合　　　　　　

	（許認可・免許等の名称）　　　　　　　　
　

　
（取得時期）　　



	資本金・出資金
	  　　　　　　　　　　 円（うち大企業からの出資金　　　　　　　　　円）

	株主等一覧表
	株主（出資者）名
	大企業の

該　当

（どちらかに○）
	出資比率

	
	
	有 ・ 無
	％

	
	
	有 ・ 無
	％

	
	
	有 ・ 無
	％

	
	
	有 ・ 無
	％

	
	
	有 ・ 無
	％

	従業員数
	合計　　　　　　　名　
（内訳   ①従業員：　　　　　　名 　②ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ：　　　　 　  名）

	役員一覧

（※は、他社の役員又は職員を兼ねている場合に記載）
	氏　名
	会社名 ※
	大企業の

該当　※

（どちらかに○）
	役職名 ※

	
	
	
	有 ・ 無
	

	
	
	
	有 ・ 無
	

	
	
	
	有 ・ 無
	

	
	
	
	有 ・ 無
	

	
	
	
	有 ・ 無
	


２　事業の内容、アピールポイント、スケジュール　

	項    目
	内    容

	(１)事業の目的
	

	(２)事業の内容
	

	(３)長岡市内で起業した動機及び
将来の展望
	

	(４)新たな需要や雇用の創出について
	

	(５)事業の独創性・新規性、競争力・優位性
（ex.商品・サービスの内容、また商品サービスの品質・価格等）
	

	(６)長岡市内の企業との発注・受
　  注等の取引関係などによる、
地域産業への波及効果
	

	(７)事業計画の妥当性と事業の継続性・将来的な成長性について
	

	(８)事業スケジュール
（交付申請後３年間）
	時期
	事業の内容

	
	１年目
	

	
	２年目
	

	
	３年目
	

	(９)事業計画の妥当性と事業の継続性・将来的な成長性について
	　

	(10)販売先・仕入先ルートやビジネスパートナーについて
	

	(12)事業に役立つ経験
（資格・特技）
	


※　必要に応じて、事業計画を説明する補足資料を添付すること。　　　　　　　　
（様式２－２）　　
収支予算書
	必要な資金の内容
	金　額
	調達先・返済方法（具体的に）
	金　額

	人件費の内訳


	
	自己資金
	

	設備購入費の内訳


	
	金融機関からの借入金

（借入先別借入金額と返済方法）

	

	設備借入料の内訳


	
	
	

	外注費の内訳


	
	
	

	委託費の内訳


	
	
	

	
	
	その他（調達方法）
	

	広報費の内訳


	
	
	

	店舗等借入費の内訳


	
	
	

	その他の経費の内訳
	
	
	

	
	
	売上利益
	

	合　　　計
	
	合　　　計
	


１　必要な資金と調達方法（平成　年　月　から　平成　年　　月までの１年間）　　　（単位：円）
２　収支計画　             　　　　　　                              　（単位：円）
	　
	１年目
（　　　年　月～　　　年　月）
	２年目
（　　　年　月～　　　年　月）
	３年目
（　　　年　月～　　　年　月）

	売上高①
	
	
	

	売上原価②
	
	
	

	売上総利益③
	
	
	

	販売管理費④
	
	
	

	営業利益(③-④)
	
	
	

	従業員数
	　　　　　　　　　 人
（うちパート・アルバイト　　 人）
	人
（うちパート・アルバイト　   人）
	人
（うちパート・アルバイト　   人）

	積算根拠

※別紙添付可
	【売上高】
	【売上高】
	【売上高】

	
	【売上原価】
	【売上原価】
	【売上原価】

	
	【販売管理費】
	【販売管理費】
	【販売管理費】


（様式２－３）

補助対象経費明細表
	経費区分
	内　容（単価、数量等）
	金額（消費税抜）

	人件費
	
	

	設備購入費
	
	

	設備借上料
	
	

	外注費
	
	

	委託費
	
	

	広報費
	
	

	店舗等借入費
	
	

	補助対象経費の合計
	

	　　　年度分補助金 交付申請額・交付確定額 ＝ 補助対象経費の合計×2/3
（どちらかに○）
	


１　初年度（　　　 年度分）（　　　年　月　日から　　　年　月　日まで）　（単位：円）
２　次年度（平成　年度分）（平成　年　月　日 から　平成　年　月　日まで）（単位：円）
	経費区分
	内　容（単価、数量等）
	金額（消費税抜）

	人件費
	
	

	設備購入費
	
	

	設備借上料
	
	

	外注費
	
	

	委託費
	
	

	広報費
	
	

	店舗等借入費
	
	

	補助対象経費の合計
	

	　　　　年度分補助金交付申請額 ＝ 補助対象経費の合計×2/3
	


	補助金申請額合計

	　年度分 申請額・確定額　　　　　  　円　＋　　　　年度分申請額　  　　　　　円

（どちらかに○）
＝　　　　　　　　　　　　　　円　　（補助上限額１，０００万円）


※本補助金は、国、地方公共団体、公共法人等の他の補助金との重複利用はできません。

様式８
　　年　　月　　日
　長 岡 市 長　 　　様　　　　　　　 申請者
　　　　　　　　                      所 在 地
                                      事業所名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　  　　　　　       　印
　
長岡市未来の起業家応援事業計画変更・中止承認申請書
　 平成　　年   月    日付け長商第    号で長岡市未来の起業家応援事業補助金成長発展枠の交付決定を受けた長岡市未来の起業家応援事業の内容を変更したいので、長岡市未来の起業家応援事業補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり承認を申請します。
記
	補助事業の名称
	　

	変更の内容
	　

	変更の理由
	　


様式９
　　年　　月　　日
　長 岡 市 長　 　　様　　　　　　　 申請者
　　　　　　　　                      所 在 地
                                      事業所名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　  　　　　　       　印
長岡市未来の起業家応援事業補助金成長発展枠実績報告書
　 平成　年   月   日付け長商第    号で交付決定を受けた長岡市未来の起業家応援事業補助金成長発展枠について、長岡市未来の起業家応援事業が完了したので、長岡市未来の起業家応援事業補助金交付要綱第10条の規定により、下記のとおり報告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
	補助事業の名称
	

	補助事業の成果
	別紙 事業実施結果報告書のとおり

	平成　　年度分申請内容

	交付申請期間
	平成　　年　　 月　 　日　から　平成　　年  　　月　  　日まで

	交付決定額
	　　　　円

	交付確定額
	　　　　円

	交付確定額

算出根拠
	補助対象経費　　　    　円　×　2/3　＝　　   　　 円


（添付書類）
　１　事業実施結果報告書

２　収支決算書

３　補助対象経費明細表
事　業　実　施　結　果　報　告　書
	１．補助事業の名称
	

	２．事業の実施期間
	平成　　年  　月  　日 から 平成　年  　月  　日まで

	３．事業の目的

	

	４．事業の実施内容

	

	５．事業の成果
	

	６．事業の評価
	

	７．今後の展開
	


収支決算書
（単位：円）
	　
	　　　　　年度

（　　　　年　　月～　　　　年　　月）

	売上高①
	

	売上原価②
	

	売上総利益③
	

	販売管理費④
	

	営業利益(③-④)
	

	従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　　　          人
（うちパート・アルバイト　　　　　　　　 人）

	積算根拠

※別紙添付可
	【売上高】

	
	【売上原価】

	
	【販売管理費】


補助対象経費明細表

	経費区分
	内　容（単価、数量等）
	金額（消費税抜）

	人件費
	
	

	設備購入費
	
	

	設備借上料
	
	

	外注費
	
	

	委託費
	
	

	広報費
	
	

	店舗等借入費
	
	

	補助対象経費の合計
	

	　　    　年度分 交付確定額 ＝ 補助対象経費の合計 × 2/3
	


平成　　年度分（平成　年 月　日　から　平成　年　月 日まで）　   （単位：円）
※本補助金は、国、地方公共団体、公共法人等の他の補助金との重複利用はできません。















